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研究成果の概要（和文）：日本の大学の教学マネジメントにおける教育情報の実践的活用及び公表の実態に関す
る全国調査の結果、(1) 教育情報の公表よりも学内での活用に比重が置かれている傾向があること、(2) 教育情
報の活用を支える情報基盤及びIRの機能の整備は不十分であることが示された。さらに、教育情報の実践的活用
及び公表の優良事例を分析した結果、(1) データウェアハウス等の情報基盤の速やかな構築において、特に執行
部のリーダーシップが不可欠なこと、(2) 機関に固有のリサーチ・クエスチョンにそくした根拠に基づく改善や
公表を進めるという考え方が、効果的なデータ活用及び戦略的な意思決定に有効であることが示された。

研究成果の概要（英文）：Based on a nationwide questionnaire survey for Japanese higher education 
institutions, following findings were obtained: (1) Japanese institutions are more passive to 
disclose educational information to outside than to utilize data for educational improvement in the 
institution, (2) infrastructure for data utilization such as guidelines for data utilization, 
integrated database, and IR functions have not been prepared sufficiently. In addition, based on the
 case studies of good examples, following implications for Japanese universities and colleges for 
promoting the evidence-based improvement and transparency were obtained: (1) top management has 
played a leading role in setting up a relational database in the institution, (2) the notion of 
evidence-based improvement and transparency enhancement with institution-specific research question 
will be useful not only for efficient data collection but also effective data utilization for 
strategic decision-making.
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１．研究開始当初の背景 
 近年、認証評価等において学習成果の挙証
をはじめとする大学の内部質保証が重視さ
れていることに併せ、大学が自主的・自律的
に運営する情報発信基盤としての「大学ポー
トレート」の運用が開始されたことから、教
育情報の主体的な活用及び公表の重要性が
増々認識されている。海外においては、知識
基盤社会への移行に伴いナレッジ・マネジメ
ントが進展している米国を中心に、大学で生
み出されるデータや情報を組織的に管理す
べき資産（asset）として尊重し、利活用す
るという発想が見られる。特に、大学の IR
室や情報システム部門等の多様なデータ管
理にかかわる部署は、公的な性格を持つデー
タの「受託責任（stewardship）」を果たす専
門部署として、情報の利活用のかなめに相当
する。IR（Institutional Research）とは、
「機関の計画策定、政策形成、意思決定を支
援するための情報を提供する目的で、高等教
育機関の内部で行われるリサーチ」（Saupe 
1990）であり、データの分析、伝達及び活用
支援の機能を中心的に担う。すでに IR の開
発が進んでいる米国・豪州・英国では、機関
内部で多様なデータが組織の文脈に応じて
教学マネジメントに活用されていることに
加え、全国レベルの大学情報のポータルサイ
トを通じ比較可能で理解しやすい情報が社
会に発信されている。これらの実践の根底に
は、大学のデータをいかに上級管理職ら内部
質保証のアクターの意思決定につなぐかと
いう問題意識とともに、どのようにデータの
流通の仕組みを洗練化するかという課題意
識がある。しかし、IR の萌芽期に相当する日
本では、いかに学内でデータを活用し、学外
へ公表するかといった教育情報の実践的活
用及び公表のシステムに関する理論的かつ
実践的な研究の蓄積が薄い。各大学が内部質
保証を実現し説明責任を果たすためにも、こ
れらは喫緊の研究課題である。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、大学の教学マネジメント
において、学習成果等の教育情報をプログラ
ム開発や教授法の改善及び学修支援の充実
等に実践的に活用し、なおかつ教育情報を可
視化し社会に公表するためのシステムを追
究することである。日本では質保証及び説明
責任をめぐる高等教育の国際的な動向を背
景に、大学の教育情報公表の制度化（平成 23
年度）を受け、各大学で対応が進められてい
る。学習成果等を含む大学の教育情報は、内
部質保証の実現に向けた教学マネジメント
の場面において、IR の機能を通じて活用する
ことが期待されている。本研究は、米国・豪
州・英国の先進事例から示唆を得つつ、日本
の大学が単に情報を公開するだけでなく、学
習成果等の教育情報を実践的に活用し主体
的に公表するための仕組みを追究する。 
 

３．研究の方法 
 本研究は、大学の教学マネジメントにおい
て学習成果等の教育情報をプログラム開発
や教授法の改善及び学修支援の充実等に実
践的に活用し、かつ教育情報を可視化し社会
に公表するためのシステムを追究するため、
三ヶ年の研究計画・方法に基づき進める。ま
ず、基礎的研究として、大学の教学マネジメ
ントにおける教育情報の実践的活用及び公
表の先進事例を検討するため、米国・豪州・
英国の大学への訪問調査を行う。訪問調査校
には小規模校等を含めることにより、機関の
規模的な特性が偏らないように留意する。あ
わせて日本の大学の現状及び課題を把握す
るため、全国調査を実施するとともに、主に
教学 IR の開発を積極的に進めている大学へ
の訪問調査を行う。米国・豪州・英国の先進
的な大学及び日本の大学に対する全国調査
及び訪問調査では、教学マネジメントにおけ
る学習成果等の教育情報の実践的な活用及
び公表の仕組みの実態を一体的に把握する
ために、機関の教育情報のデータガバナンス
の方法、教学マネジメントのアクターらの教
育情報へのアクセス権限や活用及び公表に
関するガイドライン、IR 機能を通じたデー
タや教育情報の可視化・伝達の方法、学習成
果の測定と活用の方法、教育情報の実践的活
用及び公表の優れた事例、システムの円滑な
運用のための要件等に着目する。これらに分
析視点を投じ、国や機関固有の文脈を考慮し
つつ、大学の教学マネジメントにおける教育
情報の実践的活用及び公表のシステムを検
討する。 
 
４．研究成果 
 まず、日本の大学の教学マネジメントにお
ける教育情報の実践的活用及び公表の実態
を把握するために、REAS （リアルタイム評
価支援システム）を用いた全国調査を実施し
た（2015 年 12 月〜2016 年 2 月）。1,104 大学
（756 四年制大学及び 348 短期大学）に調査
を依頼したところ、248 大学から回答を得た。
分析結果から、日本の大学では教育情報の社
会への公表よりも、学内での活用に比重が置
かれている傾向が示された。とりわけ、教育
情報の入試政策の見直しへの活用が重視さ
れていることが確認された。また、約 60％の
大学が根拠に基づき授業レベルの改善を実
行していることが示された。しかしながら、
学部ないし教育プログラムのレベルに関し
ては、50%以上の大学が根拠に基づく改善が
実行できていないということが示され、ここ
に教育情報の活用にかかわる課題の一つが
存在することが確認された。一方、教育情報
の活用を支える情報基盤及び IR の機能につ
いては、十分に整備されていない状況である
ことが示された。特に、約 70%の大学が機関
の教学マネジメントにとってデータ活用が
重要だと認識しているにもかかわらず、デー
タ活用等のガイドラインが策定されている



大学は 40%に満たないこと、また、統合的な
データベースが構築されている大学は約半
数であることが確認された。こうした日本の
大学の状況を IR の成熟度を表すモデ
ル ”Maturity model for institutional 
research and the development of a 
profession”（Taylor et al. 2013）に照ら
せば、Level１ないし Level２（未成熟）に位
置付けられる。とりわけ、Level３（半成熟）
に到達する上で必要となる統合的なデータ
ウェアハウス（DWH）やビジネスインテリジ
ェンス（BI）の開発が、日本の大学での教育
情報の実践的活用及び公表にとって大きな
壁の一つとなっていることが明らかにされ
た。 
 これらの全国調査と並行して実施された
国内外の大学等への訪問調査に基づく事例
分析からは、主に、短期間における DWH 開発
を可能にする条件や、その運用にかかわるリ
ーダーシップのあり方等に関する示唆を得
た。主たる訪問先は、米国のオースティンコ
ミュニティカレッジやテキサス大学オース
ティン校、英国のキングストン大学やブリス
トル大学、豪州のウェスタンオーストラリア
大学やオーストラリア国立大学、日本の東北
大学や立命館アジア太平洋大学等の小規模
校及び大規模校である。ことに、根拠に基づ
く教育改善や公表に向けた第一歩として、
DWH 等の情報基盤の速やかな構築に関しては、
特に機関の執行部のリーダーシップが必要
であることが確認された。また、機関に固有
のリサーチ・クエスチョンにそくした根拠に
基づく改善や公表の推進が、データ収集だけ
でなく効果的なデータ活用及び戦略的な意
思決定にとって有効であることが示された。 
 以上の研究成果の一部は、学会発表や研究
論文等で公表された他、国内外に広く公開さ
れている「共通教育の質保証のためのマネジ
メントティップス Ver.1.0」の開発研究にも
重要な示唆を提供した。なおかつ、最終成果
の公表の機会として、国際シンポジウムを開
催し、日本・米国・英国の大学における上級
管理職及び教育情報の専門家らの知見を共
有するとともに、日本の大学における学習成
果等の教育情報の実践的な活用及び主体的
な公表のあり方について意見交換を行った。 
 今後は、重層的な構造を持つ大学における
教育情報の実践的活用の重要な課題である
学部ないし教育プログラムのレベルの根拠
に基づく改善の方法について、さらなる検討
が必要である。特に、ディプリンやカリキュ
ラム、到達目標、教授法等が異なる個々の教
育プログラムの学習成果をどのように測定
し、それらのデータを意思決定に活用可能な
意味ある教育情報にいかに変換し改善につ
なげていくのか、さらには大学全体の教育情
報をどのように総合化し、社会に対して公表
し透明性を高めていくのかといった一連の
課題を、システムの観点から追究することが
求められる。 
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